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鍔2重力彊ι隆芳成姦め笑現仁向ゲた勤痴的衣敢組

少子高齢化が進む中、1詩融勺な成長経路の舞見に向けて潜在成長率を引き上げるため、

サプライサイドの改革として、一人ひとりの人材の質を高める「人づくり革命」と、成

長戦略の核となる「生産性革命」に最優先で取り組むとともに、働き方改革を推進して

いく。

すなわち、「人づくり革命」により、人生100年時代を見据え、誰もがいくつになっ

ても活躍することができる社会を構築する。

「生産性革命」により、過去最高の企業』又益を設備投資などにつなげるとともに、 A

1、 10T、ロボットなど第4次1室業革命僻士会実装による「釦Ciety5.0」の実現を進

める。

働き方改革により、誰もが生きがいを感じて、いくつになってもその能力を思う存分

発揮できるネ士会を実現する。

また、現下の深刻な人手不足を踏まえ、専門的・技術的な外国人材の受入れを進める。

経済の矧盾環を証城に広げていくため、1也域経簀を支える中小企業への支援などを亜

じて地域に雇用を確保し、新しいひとの流mを生み出すことで、1也方創生を実現する。

1.人づくり革命の実現と拡大

我が国は、健康寿命が世界一の長寿社会を迎えており、今後の更なる健康寿命の廻申

も期待される。こうした人生100年剛tには、高齢者力喝若者まで、全ての国民に活躍

の場があり、全ての肋{元気こj舌躍し続けられる社会、安心して暮らすことのできる社

会をつくる必要があり、その重要な鍵を握るのが「人づくり革命」、人材への投資であ

る。

「人づくり革命」では、第一に、幼児教育無償化を一気に加速する。 3歳から5歳ま

での全ての子イ共たちの幼稚園、保育所、ヨ碇こども園の費用を無償化する。加えて、幼

稚園、保育所、認定こども園以外についても、保育の必要性があると認定された子イ共を

対象として鯏賞化する。 0棚喝2歳!戸,については、待機児童舮キ消の耳所且と併せて、住

民税非課税世帯を対象として無償化を進める。

第二に、最優先の課題である待棚尾童問題を解消し、女性就業率80%怜1こ対応できる

「子育て安心プラン」Mを前伊ルし、2020年度末までに32万人分の受け皿整備を進める

とともに、保育士の更なる処趨改善に取り組む。

第三に、真に支撒ミ必要な、所得が低い家庭の子供たちに限って、大学などの高等致

育無償化を郵見する。住民税非調党世帯の子供たちについて、授業料の減免1昔置を拡充

するとともに、学生坐舌を送るのに必憂な生活費を賄えるよう、給付型奨学金をチ広充す

る。これに準ずる世帯の子供たちについても、支援の崖が生じないよう、必要な支援を

n 25駿~判族の女性京喋叫叫よ、口本72,8%、アメリカフ1.1%、イギリスお.5%、ドイツフフ.8%、フフンスフ4.6%、ス

ウェーデン82.5%とな0ている。

M 、r成却年6刃 2日女按
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2.生劇生革命の実現と拡大

(1)墓本的考え方

昨年末の「新しい経斉政策パッケージ」閥では、2020年までの3年間を生産性革命・

集中投資期間とし、あらゆる施策を業謝員することとした。「未来投資戦略20怜」羽で

ぱ、成長戦略のスコープとタイムフレームを広げて、「勘Ciety5.0」を本格的に実現す

るため、これまでの取組の再構築、新たな仕組みの導入を図る。

第4次産業革命の社会実装により、日本の強み(技術力、人材、豊富なりアルデータ、

資金)を最大}舌用して、誰もが活躍でき、様々な人口減少・高齢化、エネルギー,環境

制約などの社会課題を解決できる、日本ならではの擶売可能でインクルーシブな経済社

会システムである「釦oiety5.0」を実現するとともに、これによりSDGS能の達成に

寄与する。

日本経済の潜在成長力を大幅に引き上げ、名目GDPを600兆円(2020年頃)から更

に押し上げるため、「未来投資戦略2018」に基づき、以下の成長戦略を、スピード感を

もって推進する。

(2)第4次産業革命技徹ξもたらす変化'新たな展開:「S卯iety5.0」

第4次産業革命の新たな技術革新により、経謝士会のあらゆる場面で、新たな展風ヨ、

「society5.0」の契見力朔待される。

①「生活』「産業」力皎わる

(自動化;移動・物流革命による人手才、足・移動弱者の解;勣

A1やロボットによって、自動車の運転越勿流の局面等で自馴ヒが進むことにより、

交通事故の削減七吐也域における移動ヨ諸の激減、安全・安心な自動運転社会につなげ

られるほか、人手卯、足に直面する物都見場の効率化につながり、過度な業務負担も大

幅に軽減される。

(遠礪・りアルタイム化:j也理的・断訂的制舶の克服による新サービス倉11出)

画質や音質が飛躍的に進歩した10T技術により、堰里的な制約で提{共することが

できなかったサービス(医療や教育、買い物支援サービスなど)の捌共力句能となる。

②経済活鯏股)「棚力隻わる

安定的な「エネルギー」と「ファイナンス」の供給における我力個の「弱み」も、ブ

ロックチェーン樹折、スマートエネルギーマネジメントなどにより克服できる。

21世紀のデータ§動型社会では、経満舌動の最も重要な「桓は「りアルデータ」。

祁 r新い雜済導ミパッウ、ージ」(平成29年12刃8幻閑甫歎脚

3T 「ボ来撹苔潤曜2018」 0冉戊関年6月15E"朧汎宅)

き" sustai1迫b]P De、,el01凱ent GoalS ιモ順芥。
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・現場二ーズに即した要求フK準(性能、コスト等)を国力畑月示し、民鳥惇業者が努見

手法をオープンイノベーションで開発していく手法を積極舌用すること等により、

「次世代インフラ・メンテナンス・システム」の構築を目指す。

・国有林について、公益的機能齢隹持しつつ、民間事業者の長期・大ロットでの使用

収益を可能とする仕組みを整備するなど、 PPP/PF1手法の導入力嗹を図る。

⑤「地蜘「コミュニティ」「中小企業」関連プロジェクト

・バリューチェーン倒本をデータでつなぎ、マーケティングt離&1こ基づく生産とa墹

の最適化やコストの最小化を図る取組等、農林水産業のスマート化を推進する。

・まちづくりと公共交通の連携を推進し、次世代モビリティサービスやICT等0噺

技術・官民データを活用した「コンパクト・プラス・ネットワーク」の取組などを

加速する。

・生産性向上特別1昔識去船に基づく固定資産税の負担減免チ昔置と「ものづくり・商業・

サービス補助金J、 1T導入補助金等の支援施策との相彩力果が発揮されるよう、

中小企業の経営改善と連携したIT支援イ棚怯強化する。

上記④「行政」「インフラ」の分野、⑤「1也域」「ニミュニティ」「中小企業」分野

を中心に、賀城力陣携しての取組、より広域レベルでの取組、さらに東京一極集中に対

して地方がその潜在力を最大限に発揮できるような、新たな櫛倶を早急に検討し、具体

化していく。

(4)経済構造革新への基盤づくり

産業界は、様々なつな力札火こより付加西値を創出する ConnectedlndustrieS に自らを

変革し、イノベーションを牽引すること力潮待される。政府は、データ利活用基盤や人

材・イノベーション基盤など、データ駆動型ネ土会の共通インフラを整{蒲するとともに、

大胆な規制・制度改革や「sooiety5.0」に適合した新たなルールの構築を進める。

①データ駆動型ネb会の共通インフラの整備

大容量・高速通信を支える5Gについて、2018年度末に周波数御1当を行い、民間事業

者による基盤整備を促進し、2020年からのサービス開始につなげるなどの基盤システム,

技術への投資の促進を図る。

また、 A1剛tに対応した人材育成(小学卜文でのプログラミング教育、高等教育での

高い理瓣を力等)と人材の勗直活用力図られるよう教育改革と産業界等の人材活用の面

での改革を進め、りカレント教育を刈副二拡充する。

d3 「生jリ州拘上特劇鍋撒淘(平成卸甲孤イ1郵i25号)
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②大胆な規脚1・制壊改革

生産性向上特男嚇昔置法において創殿された「規制のサンドボックス制度」"を、政H叢

断的'一元的なイ林11の下で推進する。い才メφる業法のような既存の縦割山の業規制につ

いて、規制のサンドボックス制度の運用から導かれる制度見直し二ーズへの対応も含め、

サーピスや機能に着目した猫県で捉え直した横断的な制度改革を推進する。

また、プラットフォーマー型ビジネスの台頭に対応したノレーノ虐備に向けて、2018年

中に基本原則を策定するとともに、具体桝昔置を早急、に推進する。

さらに、地域における人口減少等による需要減少や、グローバル寛静の激化など、経

済・社会構造そのものが変化していることを踏まえ、競争の在り方について、政府全体

として検討を進め、2018年度中に結論を得る。

(5)イノベーション・エコシステムの早期確立

世界でこれまでの延長詔臭上になし破壊的イノベーションが進展し、我が国のイノベー

ションカの相対的{氏下が危慢されている中、産業界を含む各主体力憶1き瞰革を行うとと

もに、イノベーションが自律的かつ擶売的に生まれ続けていく「イノベーション・エコ

システム」を早期に確立する。大学が知詣煉約産業の中核として、このエコシステムを

支える1蛯4を果たすべく改革を進め、大学等が生み出す多様なシーズをビジネスに結び

付けるとともに、我力個イノベーションの国際展開を図る。

①多様なシーズを創出する改革d),隹進

大学の経営力を高めるため、大学連携・再編の推進、大学ガバナンスコードの策定、

民問資金獲1昇0)ための仕組みの導入も含む産学連携の推進等を図る。また、適切かつ実

効性のある調西に基づく年1靴11の導入拡大等を通じて人材流動生の向上、若手の活謬機

会創出を図るとともに政府の競争鄭升究資金について若手研究者の支援に重点化を図る。

また、2017年度に行った制度機正結果も踏まえ、失敗も許容した大胆な判戯力句能と

なるよう革新的弓陵開発推進プログラム(1mpACT)の研究開発手法を改善,強化

し、関イ系府省庁に普及・定着させるとともに、関連施策の見直し等も図りつつ、 1mp

ACTの取ホ助{節目を迎えることを受け、より野心的な樹倶の下、関イ系府省庁が→本と

なって集中・重点的に研究開発を推進する仕組み(ムーンショット型のる升究開発制度)

を検討し、政府全1本として非連ま売的なイノベーションを生み出するヨ究開発を継続的かつ

安定的に推進する。

②シーズをビジネスに結び付ける環境の整備

大学発べンチャーも含め起業、事業化、成長段階まで一貫した支援を行うべく政府系

機関、官民ファンドの全関連事業の申請窓口を一元化するなど相互連携を強化する。ま

た、公共調達の活用等政府全イ本で先進技術の導入や中小・ベンチャー企業の活用を促進

判新技引了窒突'煽1沖窒
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(2)従来の列国人材受入れの更なる促進

留学生の国内での就職を促進するため、在留資格に定める活動内容の明確化や、乳売

負担の軽咸などにより在留資格変更の円j骨1ヒを行い、留学生の卒判圭の活躍の場を広げ

る。また、「高度人材ポイント制」について、特別加算の対錬大学の拡大等の見直しを

行う。これらの崩是として、日赫吾教育機関において充実した日本二吾教育力賛〒われ、留

学生が適正に在留できるような環境劉蒲を行っていく。さらに、留学生と企業とのマッ

チングの機会を設けるため、ハローワークの外国人雇用サーピスセンタ・」等を増設する。

また、介護の質にも酉誠しつつ、相手国からの送出し状況も踏まえ、介護の技能実習

生について入国1年後の日本i吾到牛を満たさなかった場合にも引き続き在留を可能とす

る仕組みや、日本ヨ吾研彦を要しない一定の日本二吾能力を有するEPA介1餅島止士{尉甫者

の円滑かつ適正な受入れを行える受入人数枠を設けることについて検討を進める。この

ほか、クールジャパン関連産業の海外展開等を目的とする外国人材の受入れを一層促進

するための方策や、我が国における外国人材の起業等を促進し、起業家の受入れを一層

拡大するための方策について検討を進める。

(3)外国人の受1才τ環境の劃肯

上記の外国人材の受入れの1広大を含め、今後も我が国に滞在する外国人が一層増力吋

ることが見込まれる中で、我が国で働き、生活する外国人について、多言語での坐舌相

談の対応や日本き吾教育の充実をはじめとする坐舌環境の整備を行うことが重要である。

このため、2Φ6年に策定された「『生活者としての外国N に関する総合的対応痢馴を

抜本的に見直すとともに、外国人の受入祁累境の整備は、法務省力旅'合調整機能を持っ

て司令1徽勺イ谿1を果たすこととし、馴系省庁、地方自治{本等との逆猪を強化する。この

ような外国人の受入巾環境の整備を通じ、外国人の人権力隔璽られるとともに、外国人が

円滑に共生できるような社会の実現に向けて取り組んでいく。

なお、;去務省、厚生捌動省、地方自湖本等が連携の上、在留管理イ林11を強化し、不法・

偽装滞在者や難厩忍定制度の濫用・i呉用者対策等を推進する。

5

(1)規佑11改革の推進

国内外の情勢変化のスピードが一層増す状況の下、新たなビジネスや雇用を生み出し、

我が国が豊かで活力ある国で在り続けるため、「society5.0」にふさわしい規制・制度

の構築や1〒政手続コストの削減馳、欝勾K産業等の成長産業化など、不断の規御卜御渡

改革を一層推進する。

重 ~力取組

肌、『生活者としてσ琳国人』に冊よる総介h敏,1比鍍」(q城18年12/125Π夕悔人屶働都1]駆捌鼎剤赴絡会脚
躯法人向けの昇売である1建於蝕の11会例険・悦法M受ウ,補幼金に階とる手キだこついてワンストップ化やワンスオンリ
一化(寧柴者力捉111した情報に0いて、1司じ内¥肋情報を再び求めないこと。)1叫文り組むとともに仙人向けの丁布ι

であるラ戯、死亡・惜完、介護に関tる于綿こ0いてもワンストップ化樹噴廿雄める。また、冑動酉鯛河]関係于統に0

いて、桜自剰庫仙郡1似縣丁続のワンストップイゆ引ご恢り組む。
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「規制改革実施計画」53において決定した事項を実施し、改革の進捗状況について、規

制改革推進会議がフォローアップを行う。

国家戦嚇寺区制度においては、新たな重点分野について集中的に「岩膨見制」改革を

進めるとともに、地域限定型サンドボックスを活用し、自動車の自動遜三、ドローンな

どの高度で革新的な近未来技術に関連する実高渓験を進める。

(2)投資とイノベーションの促進

①科学技術・イノベーションの推進

学技術基本計画」騏及び「統合イノベーション戦略」島1こ基づき、官民を挙げて研野鋼発

rsociet 5.0 の

を推進する。若手研究者への重点支援やオープンイノベーションσX士組みの推進等によ

り、我力個の基駕斗学力・基盤技術からネ士会への実装までを強化するとともに、1也方創

生につなげる。

中長期的な視点で官民共同研究開発1及資プロジェクトを具体的かつ計画的に拡大する

とともに、国の予算について安定的に研究開発に取り組めるよう多年度にわたる取組を

進める。政府研究開発投資について、本基本方針の第3章の新計画との整合陛を確保し

つつ、対GDP比1%にすることを目指し所要の規キ萇の予算力眺保されるよう努める郭

とともに、貯胡企業力靭究B跳1窒資対GDP比3%を目;旨すことを表明したことを踏ま

え、2025年までに企業から大学、国立研究開発去人等への投資を3倍増とすることを目

指し、これらにより、官民合わせた研究開発チ窒資を対GDP比4%以上とすることを目

標とする。その際、認釦症、再生医療、ゲノム医療、革新的エネjレギ→1越折、インフラ

維持管理・更新など畊土会的課題解決に資する研究開発を、優先順位を付けて推進する。

未来のチ斗学技都i・イノベーションの担しゞ手の教育に当たっては、 STElvf7、プログラ

ミング、英語について世界トップレベルの学力の獲得を目指す。特に、 STEMについ

ては、人材育成七教員養成・確保を図るとともに、このための戦略を定め、目標を明ら

かにし、エネ呈イヒして進める。

我が国の国際競争力を強化する観点から、「知的財産推途十画」能や「人工知育啓頻解戈

略実行三圃」59の策定・実行を進めるとともに、サイバーセキュリティ対策、微揣樹朽の

国際標準化などに官民挙げて取り組む。

また、 AI・10Tの活用による物流の効率性・安封生の向上や効率的な濁帯対策を

イノヘーション・エコシステムの に"けて 「"、、 5

凱「規制改革尖地引・画 6F成師年6刃15H閣'融.,御
M '第5j僻幡3畏術"兆J1画」(Ψ拔舗年1月22日閣淵ナ縫)

'"「統合イノベーション繊行」(乃戈釦郁6月而剛捌叢リと'L-)
粘計1■i楜閥中に遭硬となる畷薪郊ヨ兆投資剣怠き即堀莫は第5期稗¥掛訂'躰引仙沈セ当時の冲長棚叫蚤洲榔こ

関する試界」(斗城冴年7円22U搬芥貝轍譜遍聳論提即 OX壬所再生ケースに基づく右判UI)P1求rて井を荊提と,れ
ぱ、約26兆円となる。

口 Sciorlcc, Toclm010gy,ε叫iれooti1稽 and Math0朏tiC5
粕知的Πイ産可郎各の半又削のビジョンである「主mり財産¥娜行ビジョン」(平成鵠午6月稔口女姑力財迩鞁略本存映陶 1こ基
づき策創、る計咽

"人工知るモ或谷N蝿醗(平成豹年31131B人工j;俳毛皮,柄糞陥会^定)の,沌内容を具体化する託1叫

斗

29

11・



進める。

②教育の質の向上等

「第3期教育1辰興基粍十画」帥や教育再生実行会議の提言に基づき、「society5.0」
に向けた総合的な人材育成をはじめとした教育の質の向上に総合的に取り組む引。

新学習1葬要領を円滑に実施するとともに、地或振興の核としての高等料交の機髄金

化、 1人1社椒1能の在り方の検討、子イ共のイ本験活動の充実、安全・安心な学樹桓i肋効

率的な到蒲、セーフティプロモーションの考え方酷も参考にした学中交安全の推進などを

進める。また、在外教育施設における教育機能の強化を図る。さらに、障害、いじめ・

不登校、日本三吾能力の不足など様々な制約を弸艮し、チーム料交の実現障害者の生涯

を通じた学習活動の充実を図る。

学校現場での教員の勤務実態を改善するため、適正な勤務時間管理の1絢裏や業務d勵

率化・*燧などの緊急対策冊を具体的に推進するとともに、料交の指導・事務体告IU)効

果的な強化・充実や学・交の実態に応じた教員の勤務断胡制度の在り方などの勤務挽兄を

踏まえた勤務環境の見直し、小学校における教育課程の弾力的運用についての検討を進

める。

③成長力を強化する公的投資への重点化

「社会資本劉蕭重点計画」65等に基づき、成長力を強化する分野にネ士会資本整備を単綴

的に重点化し、安定的・擶亮的な公共投資を1隹進する。2020年東京オリンピック・パラ

リンピック後の成長の基盤として、大都市圏1貿伏道路、国際単塒港湾、国際拠点空巷な

どを整イ蒲するとともに、広域的な高速交通ネットワーク卵の早期整備・活用を通じた内

外の人流や物流の拡大を図る。その際、ストック効果゜仂儁く採算性も確実と見込まれ

るプロジェクトには、民間資金や財琳妾雨竣の適切な活用も検討する。産業投資につい

ては、その活用・管理手法を検討し、政策投搬艮行等を活用してりスクマネー供給の強

化を図る。

W '第3"数台1蹴t,む躰a1仙ij (、1の戈卸年6ナ1151村耀裟tlb■

゛「第3期效斉娠興基本、針画で1出別虎"11コ3ける教商d疲の向1:や、私ツ動成のメリハリ罰る'")強化を介む利立学
校の振別畔に「いて記桃されている、

門 1人の噺是が見寡できる企業を1社として、当i薪ド茶切内定が得らオリ'カ、つた揚倫の馴こイ伽コ企業に1、ι導できるという

高校卒熊苛の'捌潔こ長サる呉行。
"、,関係機降弧迎q1ルて科学■り・実ヨ尚な安令対'11こ取り組1'主洲、う湾え方。

U 「学校ιこ郭ける伊虐力改革に開寸る野兇対鞠 Gτ成部郁捉月26U文嘉部調女人匹抄3目
鴫「社会資本整4'狼W創仙U 秤ι成27年.9月那日閣1膨U卦などのインフラσΣ惣荷計1乢

則局規格韓訣直蹄、雌俳削i幹線、り二γ中央都**爲を含む。り二γ中恕j代嚇糸については、削岐物散資咽舌用により、
令線開如)ム圦8年肌狗倒しを図るこ主となった。建没1躰力玲鴛U)駅・ルート0松表に向けた鄭喘他逝めらオ1るよう、
必腰な遡り、恊力を行う。また、新k1脚沢にっいて、りニア中央羽酔鞭北鵬巽粥泉(綱卿レート魏Σ巾)等上の乗継
利使性0親゛から、*繍幟他金化弌辞刷1,りネリの解消を図るため、即口フロジェウトの細戊なと*炎プ、,キームを検討し、
新幹線ネットワークの充尖を図る。

井整備さオしセ,土貿貧朝(1鱒射'ることで獣'麺街」、騎獣給杓力Y)中長期にわた0て得られる効札
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